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1. はじめに 

 雷雲内の電荷分離は着氷電荷分離機構

[1]による説明が有力であるとされてい

る。しかし実内実験をはじめとした先行

研究では他にも複数の電荷分離機構が提

唱されており、このうち分極誘導[2]と融

解電荷分離[3][4][5][6]が重要である可能

性が指摘されている。 

分極誘導は、電場がある環境下でドラ

イグロース状態の霰と雲粒が衝突するこ

とによって電荷分離する過程であり、そ

の影響については先行研究間で異なる見

解が述べられている[7][8]。融解電荷分

離については先行研究ではその影響を認

めている[9]ものの、融解時の電荷分離量

が研究間で異なっている。以上からこれ

らの過程が雷雲内の電荷構造に与える影

響に関する統一的理解は得られていな

い。 

本研究で用いる気象雷モデル Scalable 

Computing for Advanced Library and 

Environment (SCALE) [10][11][12]で

は、これまでこれらの過程は考慮されて

いなかったため、本研究ではこれらの過

程を考慮した実験を行いその影響に関す

る考察を行った。 

気象雷モデル SCALEは観測との比較

を通して検証が実施されているが、一部

の事例では観測される雷頻度を過小評価

することが報告されている[13]。この要

因の一つとして着氷電荷分離機構以外の

電荷分離過程が考慮されていなかった可

能性が考えられる。 

そこで、本研究では、夏季積乱雲を対

象とした理想実験によりこれらの電荷分

離過程が雷雲内の電荷構造に与える影響

を評価した。 

 

2. 利用したモデルと実験設定 

利用した数値モデルは理化学研究所を

中心に開発されている SCALEの

version 5.4.3である。SCALEには電荷

分離課程として着氷電荷分離のみが考慮

されているが[12]、本研究では分極誘導

[7][8]と融解電荷分離[9]を新たに実装し

て実験を行った。 

実験は 1994年 9月 8日埼玉県美里町で

雷とダウンバーストが発生した事例を対

象とした理想実験とした。同日の観測プ

ロファイルに基づいて作成した水平一様

の初期場に、計算ドメインの中央に暖気

塊を置いて対流を発生させ、60分間積

分を行い、積乱雲一つが発生して消滅す

るまでの数値実験を行った [14]。水平解

像度は 500m、鉛直層数は 100層で、モ

デルトップは 24.2 km（層厚は 10 m〜

1568 m：下層ほど細かい）とした。側

面境界は周期境界条件、下部境界は free 

slipとし、高度 18 km以上ではレイリー

ダンピングを適用した。 

 

 



3. 結果と考察 

 図 1に電荷密度の空間分布を示す。(a)

の着氷電荷分離機構のみを考慮した場合

に比べて、(b)の分極誘導を考慮した場合

では、霰が正に帯電することにより、(a)

に比べて対流域下層の正電荷が強化され

ている。また(c)の融解電荷分離を考慮し

た場合では、0oC等温線以下の正電荷が

部分的に強化されている。以上のよう

に、電荷分布の大局的構造は同様である

ものの、下層を中心に部分的な影響が認

められる。したがって、これらの電荷分

離過程の導入により上記の過小評価が改

善される可能性がある。 

 

4. 今後の課題 

 本研究では理想実験によって夏季の対

流雲における電荷構造を対象とした。今

後は融解電荷分離や分極誘導の効果が大

きくなる可能性がある冬季北陸における

現実事例を対象として数値実験を行い、

融解電荷分離や分極誘導の影響を評価す

る。 
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図 1:計算開始から 40.5分後の電荷密度の

x-z断面。(a)は着氷電荷分離機構のみ、(b)

は分極誘導を考慮した場合、(c)は融解電荷

分離を考慮した場合の結果を示す。 


